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第10分科会（図書館学教育）

LIPERプロジェクトの概要と今後の方向づけ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　根本 彰

図書館員養成の現状

　「司書」といえば図書館法によって規定された専門的資格で公共図書館でしか通用しない。学校図書館では「司書教諭」という別の資格がある。大学図書館や国会図書館、専門図書館ではそもそも専門資格が存在せず、個別の組織ごとに基準を定めて採用を行っている。以上は日本で戦後５０年以上もの期間、変更されることなく続いてきた制度で当たり前のようになっている。　しかしながら、図書館員の養成が行われている国では、専門資格は学校図書館を除けば館種を問わずに適用されることが一般的である。また、その資格は短期の講習で取得できるようなものではなく、少なくとも学部の専門課程で取得するものであり、大学院修士課程での修得が要求されている国も少なくない。アジアの近隣諸国でも同様である。

　図書館の数や規模においてそれほど遜色がないのに、職員に関してなぜこのような事態がまかり通っているのか。教員がいなければ学校が成り立たないように、専門職員がいなければ図書館は成り立たないはずではないのか。図書館関係者はそのように考えて、これまでも議論を積み重ね、運動を繰り広げてきた。しかしながら、その成果は微々たるものである。

　図書館法では、司書資格は講習を修了するか大学で図書館に関する科目を履修することで取得できるとある。しかしながら、実のところ制度的には講習しか機能していないことはあまり知られていない。つまり大学で行われている司書養成の基準は司書講習に準ずるものになっているのである。1968年に図書館法施行例が改正されて講習の単位がそれまでの15単位から19単位に増やされたが、このときの議論では司書の養成には38単位の学修が必要であるが、とりあえずその半分を講習単位として実施することになったことが伝えられている。そのギャップがその後40年近く放置されているのである。また現行の20単位の講習科目になってからもまもなく10年になろうとしており、その間情報環境に大きな変化があったことを考えるとそのままでよいのかが問われる時期である。

専門職員養成の構造

　２００３年度に司書資格を取得した人は１万人以上と推定されている。一方、司書資格取得者で自治体の司書職の正規職員として採用された人はせいぜい数十人程度とされる。それ以外に非常勤職員や人材派遣企業で司書として採用した人もいるだろうが正確な数字は得られていない。図書館専門職員の養成と配置の問題は戦後一貫して課題であったが、解決をみていないどころか混迷の度合を強めている。大学図書館や専門図書館も含めて需要と供給のギャップは著しいが、それでも司書資格取得希望者の数がは減少する兆候が見られないのは不思議である。

　司書資格認定の責任は講習や課程を実施する大学（ないしそれ以外の教育機関）にあるが、共通の認定試験が行われているわけではないので、養成する司書の質に対して責任をもつことがしにくい。教員資格を初めとして文科省関係の資格は同様の性格をもつが、それでも教員の場合は全国的に採用試験が競争的に行われることで質を保持することができる。

　これに対し最近の専門職を志向した資格ははるかに厳しいプロセスを課している。たとえば臨床心理士の場合は、臨床心理士資格認定協会が認定する大学院修士課程で修士号を取得後、１年間の心理臨床経験をもつことで受験資格をもつ。そして年に１回の認定試験を受けて合格することで資格が得られる。取得後も５年間を単位にしてポイント制の資格更新制度があって、常に研修および研究活動に参加することが求められる。

LIPERとは

　LIPERは正式名称が「情報専門職の養成に向けた図書館情報学教育体制の再構築に関する総合的研究」で，科学研究費によって2003年度から今年度までの３カ年実施している研究プロジェクトである。日本図書館情報学会創立５０周年の記念事業の一環として実施している本プロジェクトは，図書館情報学教育のなかでも図書館現場職員の養成の改善を志向している。これまで４つの実態調査班（図書館情報学教育班および大学図書館班，学校図書館班，公共図書館班）がそれぞれ独自に研究活動を行ってきたが，最終段階にそれらを統合してできるだけ統一したイメージで提言を出す予定にしている。

　この講演では上記のような状況認識をもとに始まったLIPERが、これまで蓄積してきた知見の概要を紹介し、今後の図書館員養成改革の方向付けに関して私見を交えてお話しすることにしたい。
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LIPERプロジェクトの概要と今後の方向づけ［配布資料］　　　　　根本　彰（東京大学）

１　日本の図書館員養成についての現状認識

1.1背景　

①　講習主体の司書・司書補、司書教諭養成制度の限界

②　デジタル情報技術の進展

③　図書館の経営環境の変化（指定管理者制度の導入、国立大学法人化など）

④　国際的な養成体制の変化（Information Scienceへのシフト）

⑤　とくにアジア諸国の整備の状況
1.2　教育機関　

1 図書館情報学教育は、学問領域（discipline）としての教育、図書館員養成教育、図書館利用教育（情報リテラシー教育）、現職者の再教育の４種に分けられる。今回は図書館員養成教育を中心にした調査が中心。

2 司書課程／司書講習が法的に規定されているために図書館員養成の中心を占めている。司書になるには講習（５条１項１号）と「図書館に関する科目」（同２号）の２種が法で規定されているが、後者について法に基づく制度は存在しない。いわゆる司書課程は司書講習に読み替えて運用されている。

3 国際的に見て、librarianの資格が学部２年（短大）相当の学歴でとれるところはないという意味で、特異なものである。また、librarianは館種を問わないのが通例であるから、司書が単に「図書館法でいう図書館」すなわち公共図書館の専門資格であるという意味でも特異なものである。しかし、司書資格を図書館員の基礎資格として館種を問わず流用していることは事実。

4 大学院についてはかつての研究者養成のものだけでなく、現場者の再教育型のものが増えつつある。（専門職大学院ではないかたちで実現されている）

5 司書教諭は法的には講習のみである。大学の課程は講習に読み替えるかたちで、文部科学省が認定している。［司書との違いに注意］

6 司書教諭講習は教員養成系大学および教育センターで行われている。司書教諭配置のための５年間の司書教諭養成の特別措置（経験による軽減措置）は終わった。

7 大学での司書教諭養成は、司書課程をもつところが合わせて開講するところと教員養成系大学で開講するところがある。

1.3　公共図書館

8 図書館法改正で建設補助金が廃止され館長の司書要件が撤廃され、司書館長は減少している。

9 司書を司書職として採用する自治体は県立図書館と政令都市の一部などに限定される。

10 公益法人への業務委託だけでなく、指定管理者制度により民間企業への管理委託も可能な状況になっている。そうした法人や企業が、司書を集める人材マーケットになっているが、専門性が認められない限り待遇は一般的によくない。

11 日本図書館協会の上級司書（仮称）認定制度の準備が進んでいる。この制度は現場の司書の中で管理的な業務を担う職員を研修によって養成することにある。

12 貸出中心のサービスから情報サービスへの転換がはじまり、一部では、ビジネス、医療、法律などの専門司書の必要性が言われ始めている。

1.4　大学図書館

13 大学図書館員のための認定制度や資格は存在しない。司書資格は基礎資格の代用として使われるわけでは必ずしもない。

14 館長は通常教員である。これはキャリア形成にネガティブな影響を与えている。

15 国立大学の法人化により、公務員試験における図書館学が廃止になったが、図書館職は存続。2005年度以降は全国一斉の採用試験を実施している。

16 私立大学においては、大学によって異なるが図書館職が存在しないところが多い。ここ10年ほどで図書館員と一般職員との人事交流が一般的になっている。

1.5　学校図書館　

17 １２学級以上の学校への司書教諭配置は進んでいるが、ほとんどが兼任で授業時間の軽減措置はわずかであるために仕事ができない状況（ただし、文科省が司書教諭の専任化の予算要求を検討）

18 いわゆる学校司書についてはボランティア、嘱託等のパートタイム職員、専任事務職員、専任学校司書まで多様。高校では学校司書の配置は進んでいる。

1.6　まとめ

1 戦後直後の臨時的な措置である講習による司書・司書教諭の養成体制しかない。

2 図書館員の知識・技術が「司書」が基本と考えられるが、公共図書館にやや専門化したカリキュラムになっている。

3 司書、司書教諭とも、学習課程で伝えられる知識・技術のレベルおよび達成度を保証するものがない。（個々の科目の担当者に委ねられている）

4 全国で司書課程が250大学、司書教諭課程が100大学程度で開講されている。それ以外に司書講習が13校、司書教諭講習が56機関で開設される。資格取得者は年間司書が12000人程度、司書教諭が10000人程度いる。

２　LIPERがめざすもの

2.1 目的

　最終的には、「情報専門職」養成のための図書館情報学教育の確立。

具体的には、
①　図書館を中心にかかわりのある機関に所属する専門的図書館員の配置状況や職務内容の歴史と現状を踏まえて、養成および研修にあたる機関がこれまでどのような活動を行ってきたかを評価する。 

②　図書館および関連機関において必要な専門的知識技能の範囲を明らかにし、養成および研修にあたる機関がそれをどのように分担して担っていくのか、また教育の質を維持するための共通試験の導入、教育研修にかかわる認定、評価方法など、今後の図書館情報学教育を進めるための具体的指針を明確にするものとする。 　

2.2　研究体制
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３　提言の方向：「情報専門職」のイメージ

1 図書館学教育あるいは図書館情報学教育の延長線上に描くものである。
2 専門職の要件を満たす養成制度を実現する
3 図書館情報学は資料の管理から情報・知識管理一般に対象を拡げつつある
4 情報技術を使いこなし評価できる人を想定する
5 図書館員のメディエータ的な役割を重視する。
6 主題知識に対応する
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